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新庄山災害復旧工事
（広島県広島市西区
新庄山国有林）
H27.11.27～H28.3.15
（土木一式工事（山腹
工））

分任支出負担
行為担当官
広島森林管理
署長
冨田　幸一

広島県広島
市
中区吉島東
3-2-51

平成27年11月26日
株式会社
日浦組

広島県廿
日市市津
田1029

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

当地は平成26年8月の広島市での
土石流発生により、直下の施設が
被災し、加えて入り込み者の多い
個所であることから、早期復旧が必
要な個所である。
しかしながら、工事の設計に際し、
資材搬入路の線形の決定に必要
な地元調整が難航し、相当の期間
を要した。
この地元調整が完了した段階で、
早期に事業への着手を行うため緊
急の随意契約とした。
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116,325,720 107,784,000 92.6% - - 0 0 1 0

業務実
績、
実務経
験者の
在籍等

-

名称

特別な
競争参
加資格
（※提案
者の数
が１の
場合の
記載事
項）

随意契約
によること
とした会計
法令の根
拠条文（企
画競争等）

契約金額

商号又は
名称
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	工事（随契）

